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1  

１  改定の趣旨 1  

少子高齢化、 核家族化が進む中で、 動物を 飼養する 世帯において犬や猫など の愛玩動物2  

は、 家族の一員や伴侶動物（ コ ンパニオンアニマル） と し て生活に欠かせない存在と なっ て3  

き ていま す。  4  

 し かし 、 その一方で、 飼い主における 動物の生理、 生態、 習性等に関する 知識不足や適正5  

飼養に関する モラ ルの欠如によ り 、 動物の遺棄や虐待、 近隣住民から の苦情やト ラ ブルな6  

ど 、 様々な問題が顕在化し ていま す。  7  

 本計画は、 こ のよ う な問題を 減ら し 、 人と 動物と が共生する 社会の実現に向けて、 県の基8  

本的な方向性及び中長期的な目標を明確化する と と も に、 動物愛護管理施策を 総合的かつ計9  

画的に推進する ため、 動物の愛護及び管理に関する 法律（ 以下、 「 動物愛護管理法」 と い10 

う 。 ） 第６ 条の規定に基づき 策定する も のです。  11 

 今回、 平成２ ６ 年４ 月を 始期と する 本計画が令和６ 年３ 月に満期を迎える こ と から 、 令和12 

２ 年４ 月に改正さ れた国の「 動物の愛護及び管理に関する 施策を総合的に推進する ための基13 

本的な指針」 及びこ れま での計画の実績評価と 課題分析結果を 踏ま え、 今後取り 組ま なけれ14 

ばなら ない施策について、 １ ０ 年間の計画を 新たに策定する も のです。  15 

  16 
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２  計画の特徴 1  

（ １ ） 計画期間 2  

    計画の期間は、 令和６ 年４ 月１ 日から 令和１ ６ 年３ 月３ １ 日ま での１ ０ 年間と し ま す。  3  

    なお、 本県の実情や国が定める 基本指針の見直し など を 踏ま え、 必要に応じ 改定を 行い 4  

   ま す。  5  

（ ２ ） 計画の対象地域 6  

    計画の対象地域は、 中核市（ 福島市、 郡山市、 いわき 市） を 含む福島県全域と し ま す。  7  

    中核市は、 県と 同様に法令に基づき 動物の愛護及び管理に関する 業務を 実施し ており 、  8  

   県は中核市と 連携し て計画の目標達成に向けて施策を推進し ま す。  9  

  10 

（ ３ ） 計画の進行管理 11 

    県は、 動物の愛護及び管理に関し 実施する 各種施策の進捗状況を 「 福島県動物愛護推進 12 

   懇談会」 へ毎年報告し 、 本会の意見を 聴き ながら 、 計画の進行管理を 行いま す。  13 

    ま た、 法改正や基本指針の改正、 社会情勢の変化等に柔軟に対応する ため、 必要な変更 14 

   を行う と と も に、 ５ 年ごと に施策の実施状況等を 踏ま え、 評価と 必要な見直し を 行いま  15 

   す。  16 

（ ４ ） 計画の位置付け 17 

    動物愛護管理法に基づき 策定し ている 本計画は、 県が定める 「 福島県総合計画」 及びそ 18 

   の部門別計画である 「 福島県保健医療福祉復興ビ ジョ ン」 の個別計画にも 位置付けら れて 19 

   いま す。  20 

  21 

県動物愛護センター 

県動物愛護センター会津支所 

県動物愛護センター相双支所 

会津地域 

中通り地域 

相双地域 

中核市管内 福島市、郡山市、いわき市の各保健所 
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３  動物愛護管理の施策を推進する ための基本方針 1  

動物の愛護と は、 人においてその命が大切なよ う に、 動物の命においても その尊厳を 守る と2  

いう こ と にあり 、 動物をみだり に殺し 、 傷つけ又は苦し める こ と のないよ う に取り 扱う こ と3  

や、 その生理、 生態、 習性等を考慮し て適正に取り 扱う こ と です。  4  

ま た、 人と 動物と は生命的に連続し た存在である と する 考え方や生き と し 生ける も のを大切5  

にする 心を 踏ま え、 動物の命に対し て感謝及び畏敬の念を 抱く と と も に、 こ の気持ちを命ある6  

も のである 動物の取扱いに反映さ せる こ と です。  7  

動物が人と 一緒に生活する 存在と し て社会に受け入れら れる ためには、 全ての動物の所有者8  

又は占有者は、 その社会的責任を 十分自覚し 、 人と 動物と の関わり についても 十分に考慮し た9  

上で、 その飼養及び保管を 適切に行う こ と が求めら れていま す。  10 

県民が動物に対し て抱く 意識及び感情は、 千差万別であり 、 個々人における 動物の愛護及び11 

管理の考え方は、 いつの時代にあっても 多様である ため、 万人に共通し て適用さ れる べき 社会12 

的規範と し ての動物の愛護及び管理の考え方は、 普遍性及び客観性の高いも のである と と も13 

に、 県民の合意の下に形成し ていく こ と が必要です。  14 

 15 

●基本理念 16 

  広く 県民の間に動物を 愛護する 気風を 招来する ため、 県民、 動物の飼い主、 動物愛護ボラ  17 

 ンティ ア、 動物取扱業者、 行政など 計画に関わる 様々な立場の者が連携、 協働し て動物の愛 18 

 護と 福祉の向上に取り 組みま す。  19 

●視点 20 

（ １ ） 県民の健康と 安全の確保及び周辺の生活環境の保全 21 

   ペッ ト 動物や特定動物の適正な管理と 動物由来感染症に関する 正し い知識の啓発に努 22 

  め、 県民の健康と 安全を 守り ま す。  23 

   ま た、 生活環境被害の防止や犬又は猫の適正飼養の観点から 、 所有者の判明し ない犬 24 

  又は猫に対する 後先を考えない無責任な餌やり 行為が望ま し く ないこ と について普及啓 25 

  発を推進し ま す。  26 

（ ２ ） 人と 動物の共生 27 

   飼い主の動物愛護と 適正飼養に関する 意識の向上を 図る と と も に、 学校、 地域、 家庭 28 

  等における 動物愛護に対する 関心と 理解を 深め、 社会を構成する 全ての当事者が、 適正 29 

  飼養の観点から 必要な取組を推進する こ と で、 人と 動物の調和ある 共生の実現に取り 組 30 

  みま す。  31 

（ ３ ） 動物の愛護と 福祉の向上 32 

   動物の飼養方法と 愛護に関する 知識を普及し 、 生命尊重の気風と 動物福祉の向上を図 33 

  り ま す。  34 

（ ４ ） 計画に関わる 様々な立場の者の連携と 協働 35 

   地域における 動物愛護の推進を図る ため、 計画に関わる 様々な立場の者と の連携と 協 36 

  働を進めま す。   37 



 

4  

４  計画に関わる 様々な立場の者の役割と 責務 1  

動物の愛護及び適正な管理は、 県民の間における 共通し た理解の形成がなく ては進み難いも2  

のです。 人と 動物の共生する 社会の実現を 図る ためには、 計画に関わる 様々な立場の者が、 適3  

正飼養の観点から 次に掲げる それぞれの役割や責務を 果たすと と も に、 連携協働し て取り 組む4  

こ と が必要です。  5  

 なお、 計画に関わる 様々な立場の者及びその者が果たすべき 役割や責務は、 次のと おり で6  

す。  7  

・ 県民の役割 8  

  県民の中には動物を 愛護する 人がいる 一方で、 動物に対し て必ずし も 好意を持たない人も9  

いま す。  10 

  こ のため、 県民には、 多様な価値観の存在を 認め、 互いに尊重する こ と によ り 、 それぞれ11 

の地域において、 人と 動物の調和のと れた共生社会の実現に向けた理解と 協力が求めら れま12 

す。  13 

 14 

・ 動物の飼い主の責務 15 

  動物の飼い主には、 法令を 遵守し 、 動物の生態や習性など を 理解し 、 周囲に迷惑を かける16 

こ と なく 動物を 終生飼養する 責務があり ま す。  17 

  令和元年の動物愛護管理法の改正によ り 、 犬又は猫の所有者に対し 、 適正飼養が困難と な18 

る （ 多頭飼育崩壊に陥る ） おそれがある 場合に、 その繁殖を防止する ために、 生殖を 不能に19 

する 手術その他の措置を 講じ る こ と が義務付けら れま し た。  20 

  動物の飼い主には、 地域社会のルールを遵守し 、 飼養し ている 動物が地域の一員と し て地21 

域住民に受け入れら れる よ う 主体的に行動し ていく こ と が求めら れま す。  22 

  なお、 許可を 得て特定動物（ 危険な動物） を 飼養する 者は、 人の生命、 身体又は財産に害23 

を加える こ と がないよ う 厳格な管理を行わなければなり ま せん。  24 

  ※ 特定動物と は、 ト ラ 、 ニホンザル、 タ カ、 ワ ニ、 マムシなど （ その動物が交雑する こ25 

と によ り 生じ た動物を 含む） 、 人の生命・ 身体・ 財産に害を与える おそれのある 動物を いい26 

ま す。 動物愛護管理法に基づき 、 約６ ５ ０ 種（ 哺乳類・ 鳥類・ 爬虫類） が選定さ れていま27 

す。  28 

 29 

・ 動物愛護団体、 動物愛護ボラ ンティ アの役割 30 

  動物愛護活動に関わる 方には、 動物愛護精神の醸成に努め、 可能な範囲で、 飼い主への支31 

援や県、 市町村への協力を行う こ と が期待さ れま す。  32 

 33 

・ 動物取扱業者の責務 34 

  ペッ ト ショ ッ プをはじ めと する 第一種動物取扱業者及び動物愛護団体の保護施設等の第二35 

種動物取扱業者は、 動物愛護管理法に基づき 登録や届出を 行う 必要があり 、 法令で定めら れ36 

た施設や動物の取扱いの基準を遵守し なければなり ま せん。  37 

  ま た、 ペッ ト ショ ッ プ等は、 動物を飼い始める 飼い主に対し て、 関係法令や動物の習性、38 

適切な飼育方法、 マイ ク ロ チッ プの情報管理など 必要な知識の情報提供と 助言を 行う こ と が39 

必要です。  40 



 

5  

 1  

・ 県及び中核市の役割 2  

  県（ 食品生活衛生課、 動物愛護センタ ー・ 同会津支所及び同相双支所（ 以下、 「 動物愛護3  

センタ ー等」 と いう 。 ） ） 及び中核市（ 福島市、 郡山市、 いわき 市） は、 動物愛護管理の普4  

及啓発、 犬・ 猫の引取り 、 犬の捕獲、 収容し た犬・ 猫の返還・ 譲渡、 返還や譲渡でき なかっ5  

た犬・ 猫の殺処分、 動物取扱業の登録、 届出の受理及び監視指導、 特定動物の飼養許可、 災6  

害対策の推進など を担っ ていま す。  7  

  本県では、 「 猫の引取り 数と 殺処分数の削減」 が大き な課題と なっ ている こ と から 、 市町8  

村や福祉関係機関等と の連携を深め、 多頭飼育者への指導・ 助言及び地域猫活動の支援を進9  

めま す。  10 

  県及び中核市は、 動物と 関わる 全ての関係者と 緊密に連携し 、 動物愛護管理の推進体制を11 

構築し ま す。  12 

 13 

・ 市町村（ 中核市を 除く 。 ） の役割 14 

  市町村は、 飼い犬の登録や狂犬病予防注射に関する 業務、 災害時における 避難所での動物15 

の受入れ体制の確保、 動物愛護管理の普及啓発など を担っ ていま す。  16 

  動物愛護管理の課題は地域社会に密着し たも のが多く 、 その解決には、 地域の実情に応じ17 

たき め細かな取組が不可欠です。  18 

  こ のため、 地域における 飼い主のいない猫によ る 環境被害や犬猫の多頭飼育問題について19 

は、 県の動物愛護センタ ー等だけでなく 、 福祉関係機関等と も 横断的に連携し 、 解決に向け20 

取り 組みま す。  21 

 22 

・ 県獣医師会の役割 23 

  県獣医師会は、 公益的な職能団体と し て動物愛護管理の獣医学的な立場から 、 県や市町村24 

と と も にこ の計画を支援し ま す。 具体的には、 犬・ 猫の不妊去勢手術やマイ ク ロ チッ プ装着25 

等の所有明示の必要性、 人と 動物の共通感染症予防等の普及啓発、 災害時における ペッ ト 動26 

物の診療等について、 専門的な立場から の取組を行いま す。  27 

 28 

  29 



 

6  

５  現状と 課題を踏ま えた施策等の方向 1  

（ １ ） 動物愛護と 適正飼養の普及啓発 2  

【 現状と 課題】  3  

 4  

●ペッ ト 動物の飼養数について 5  

  一般社団法人日本ペッ ト フ ード 協会が令和４ 年に発表し た全国犬猫飼育実態調査結果によ る  6  

 と 、 犬の世帯飼育率は９ . ６ ９ ％、 飼育世帯当たり の平均飼育頭数は１ . ２ ５ 頭と さ れ、 猫の世 7  

 帯飼育率は８ . ６ ３ ％、 飼育世帯当たり の平均飼養頭数は１ . ７ ６ 匹（ 外猫の数は含ま ない） と  8  

 さ れていま す。 こ の結果を 基に、 県内総世帯数７ ４ ８ , １ １ ６ 世帯（ 令和４ 年１ ０ 月１ 日時点）  9  

 から 県内で飼われている 犬猫の数を推計する と 、 犬が９ ０ , ６ １ ６ 頭、 猫が１ １ ３ , ６ ３ ０ 匹と  10 

 なり ま す。  11 

  なお、 令和３ 年度末の県内の犬の登録頭数は９ １ , ７ ２ ４ 頭で、 平成１ ９ 年度をピ ーク に減少 12 

傾向を示し ていま す。  13 

 14 

●不適正飼養の実態について 15 

・ 周辺環境を損なう 飼い方 16 

   令和３ 年度に動物愛護センタ ー等及び中核市保健所に寄せら れた犬の苦情件数は８ ７ ８ 件17 

で、 年々減少し ていま すが、 依然と し て鳴き 声、 臭気、 ふんの後始末等に関する 生活密着型18 

の苦情が多い状況にあり ま す。  19 

ま た、 同年度の猫の苦情件数は１ , ０ ３ ５ 件で、 横ばい傾向にあり ま すが、 近年は、 後先を20 

考えない猫への無責任な餌やり 行為によ り みだり に増えた猫に起因する 苦情が増えていま21 

す。  22 

・ 身勝手な飼養管理 23 

   動物愛護センタ ー等及び中核市保健所に犬又は猫の引取り を求める 飼い主は未だに後を絶24 

たず、 特に猫については、 繁殖の繰り 返し によ る 引取り 依頼や、 周辺住民から の苦情が依然25 

と し て多い傾向にあり ま す。  26 

・ 犬の不適正飼養 27 

   「 狂犬病予防法」 では、 所有者等に飼い犬の登録及び年一回の狂犬病予防注射の実施が義28 

務付けら れていま すが、 近年の注射の実施率は７ ５ ％程度に低迷し ていま す。  29 

   ま た、 飼い犬には鑑札と 注射済票の装着が義務付けら れていま すが、 装着さ せず狂犬病予30 

防法に違反し ている 飼い主がいま す。  31 

   さ ら に、 放し 飼いや管理不良によ る 逸走等、 犬のけい留を 義務付けている 条例に違反し て32 

いる 飼い主も 未だ多く いま す。  33 

・ 猫の不適正飼養 34 

   猫については、 野良猫や捨て猫等に関する 苦情が最も 多く 、 次いで、 ふん尿の処理等の周35 

辺環境に関する 苦情が多く 寄せら れている こ と から 、 繁殖制限措置、 屋内飼養、 終生飼養及36 

び所有明示措置の徹底が重要と なり ま す。  37 

・ 動物の愛護及び管理に関する 知識の不足 38 

   動物の生理、 生態、 習性等を 正し く 理解し ないま ま 、 安易に動物を 飼養する こ と で動物を39 

苦し めたり 、 動物の健康を害し ている 飼い主も いま す。  40 

   ま た近年は、 飼い主が動物の不妊去勢手術等の繁殖制限措置の必要性を理解せず、 管理能41 

力を 超える ま でに数を 増やし 「 多頭飼育崩壊に至る 事例」 や、 核家族化の進行を 背景に子供42 
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の独立や伴侶と の別れなど によ り 単身と なっ た飼い主やそも そも 単身で暮ら す飼い主の、 施1  

設への入所、 入院、 転居又は死亡等をき っかけに「 動物が居場所を 失う 事例」 が増えている2  

ほか、 所有者の判明し ない猫に対する 後先を 考えない無責任な餌やり 行為によ り 「 その地域3  

の猫を みだり に増やす事例」 が各地で確認さ れていま す。  4  

   さ ら に、 動物由来感染症に関する 知識の不足によ り 、 過度な動物と の接触等が原因で、 動5  

物から 疾病に感染する こ と が懸念さ れていま す。  6  

 7  

●犬、 猫の引取り について 8  

・ 犬の引取り について 9  

  令和３ 年度の犬の引取り 数は５ ４ ４ 頭（ 狂犬病予防法等に基づく 捕獲３ ８ ２ 頭を 含む。 ）  10 

 で、 本計画を 初めて策定し た際の基準値である 平成１ ８ 年度実績（ ３ , １ ７ ３ 頭） の約１ /５  11 

 にま で大き く 減少し ていま す。  12 

  そのう ち飼い主から の引取り については、 飼い主の病気や死亡及び施設への入所等を 理由 13 

 と する も のが全体の約半数を 占めており 、 今後も 、 高齢化社会が進む中、 同様の理由で引取 14 

 り 依頼する 事例の増加が懸念さ れま す。  15 

・ 猫の引取り について 16 

  令和３ 年度の猫の引取り 数は１ , ４ ３ ８ 匹で、 本計画を 初めて策定し た際の基準値である 平 17 

 成１ ８ 年度実績（ ４ , ０ ３ １ 頭） の約１ /３ にま で減少し ま し たが、 依然と し て多く の引取り  18 

 依頼があり 、 その数の削減が課題です。 引き 取り し た猫のう ち約７ 割弱が所有者の判明し な 19 

 い猫でし た。  20 

  こ のため、 飼い主に対する 猫の不妊去勢手術等によ る 繁殖制限措置、 屋内飼養、 終生飼養 21 

 及び所有明示措置の徹底を普及啓発する こ と はも と よ り 、 無責任な餌やり 行為が望ま し く な 22 

 いこ と の普及啓発や地域猫活動の促進など によ り 、 所有者の判明し ない猫の引取り 数を 減ら  23 

 す取り 組みが重要です。  24 

●犬、 猫の処分（ 返還・ 譲渡・ 殺処分） について 25 

・ 犬の処分について 26 

  令和３ 年度に動物愛護センタ ー等及び中核市保健所に収容さ れた犬のう ち、 約２ /３ の２ ４  27 

 ８ 頭を 飼い主の元に返還し ま し た。 ま た、 所有者が発見でき なかったり 、 所有者から 引き 取 28 

 っ た犬については、 約６ 割にあたる １ ７ ８ 頭を 新し い飼い主に譲渡し ま し た。  29 

  一方、 全体の約２ 割に当たる １ ２ ２ 頭が殺処分と なり ま し たが、 それら のほと んど は健康 30 

 状態や攻撃性を理由と する も のでし た。  31 

  今後も 引き 続き 、 終生飼養及び所有明示の徹底等の適正飼養の普及啓発に取り 組み、 返還 32 

 及び譲渡を推進する 必要があり ま す。  33 

・ 猫の処分について 34 

  令和３ 年度に動物愛護センタ ー等及び中核市保健所に収容さ れた猫のう ち、 約７ 割弱にあ 35 

 たる ９ ８ ６ 匹は所有者が判明し ないと し て持ち込ま れたも のでし たが、 飼い主に返還し たの 36 

 は５ 匹のみでし た。  37 

  ま た、 新し い飼い主に譲渡し たのは３ ８ ５ 匹で、 全体の３ 割弱に留ま り ま し た。  38 

  その結果、 引取り 数全体の約７ 割を占める １ , ０ ３ ５ 匹を 殺処分し ま し たが、 そのう ち７ 割 39 
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 が子猫でし た。 殺処分数の削減には、 収容し た猫の所有者への返還や譲渡に適する と 判断し  1  

 た猫の新し い飼い主への譲渡を さ ら に進める 必要があり ま す。  2  

【 施策等の方向】  3  

  県民の健康と 安全の確保を図る ため、 飼養動物によ る 危害や動物由来感染症の発生防止及び4  

動物の愛護と 福祉の向上を 目的と し た啓発事業を 積極的に実施し ま す。  5  

  そのため、 動物愛護センタ ーを 動物の愛護と 適正飼養に関する 施策を 推進する 基幹的な拠点6  

と し て、 中核市、 市町村、 動物愛護ボラ ンティ ア及び公益社団法人福島県獣医師会( 以下、 「 獣7  

医師会」 と いう 。 ) 等と 連携し つつ、 学校、 地域、 家庭等において、 動物愛護週間事業や適正飼8  

養講習会の実施、 各種普及啓発資料の作成、 配布等によ り 、 動物の愛護及び適正飼養に関する9  

教育活動、 広報活動に積極的に取り 組みま す。  10 

 11 

（ ２ ） 動物取扱業者の意識向上 12 

【 現状と 課題】  13 

  動物取扱業者については、 依然と し て不衛生な環境下で動物を飼養する など の不適正飼養の 14 

 実態がある こ と から 、 令和元年の動物愛護管理法の改正において、 動物取扱業者に対する 規制 15 

 が強化さ れま し た。 新たな制度の着実な運用を図る と と も に、 動物取扱業者、 動物取扱責任者 16 

 及び従事者に対し て、 動物の生理、 生態、 習性等及び動物愛護に関する 知識や情報を 周知し て 17 

 いく 必要があり ま す。  18 

【 施策等の方向】  19 

  動物取扱業者に対し 、 第一種動物取扱業者及び第二種動物取扱業者が取り 扱う 動物の管理の 20 

 方法等の基準を 定める 省令（ 令和３ 年環境省令第７ 号） に基づき 、 動物の適正な管理が行われ 21 

 る よ う 監視、 指導を 行い、 動物取扱業者の意識向上を 図り ま す。  22 

 23 

（ ３ ） 連携と 協働の推進 24 

【 現状と 課題】  25 

動物の愛護と 管理をめぐ る 課題に、 地域の実情も 踏ま えて効果的に取り 組むためには、 中核26 

市及びそれ以外の市町村を 含む行政間の協力はも と よ り 、 行政内における 部局間の連携や、 獣27 

医師会及び動物愛護ボラ ンティ アの協力が重要です。  28 

こ れま で、 動物の愛護及び適正飼養の普及啓発については、 行政が主体と なって各種広報媒29 

体を活用し 実施し ていま す。  30 

ま た、 「 飼い犬のし つけ方教室」 や「 猫の飼い方講習会」 を通じ て、 適正飼養に関する 具体31 

的な知識の普及にも 努めていま す。 今後さ ら に家庭や地域において広く 普及さ せる ためには、32 

それぞれの主体がお互いの活動を理解し 、 協力し ていく こ と を促す取り 組みが必要と なり ま33 

す。  34 

【 施策等の方向】  35 

・ 動物愛護ボラ ンティ アと の連携 36 

   地域における 動物の愛護と 適正飼養を 普及啓発する ボラ ンティ アを 育成・ 支援し 、 連携協37 

働し た施策を 進めま す。  38 

 ・ 動物愛護推進員の委嘱 39 

  県は、 動物の愛護や適正飼養の普及啓発等を 行う など 、 地域における 動物愛護の推進に熱40 

意と 識見を 有する 方を 動物愛護推進員に委嘱し 、 連携協働し た施策を 進めま す。  41 

 ・ 動物愛護推進協議会の設置 42 
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  県は、 「 福島県動物愛護推進懇談会」 に替わる 組織と し て、 動物愛護推進員の委嘱の推進1  

や活動の支援を 行う と と も に、 本計画の進捗状況の点検等、 動物愛護管理行政の推進に関し2  

必要な協議を行う 「 福島県動物愛護推進協議会」 の設置を 進めま す。  3  

 ・ 獣医師会等関係団体と の連携協働 4  

  動物愛護管理に関わる 事業において、 狂犬病など の動物由来感染症対策や不妊去勢手術な5  

ど の臨床獣医療等の専門性を 有する 内容を含む施策を展開する にあたっては、 獣医師会等の6  

専門家と 連携協働し ながら 推進し ま す。  7  

 ・ 市町村、 関係都道府県と の連携 8  

  動物愛護の普及や犬の登録及び狂犬病予防注射の実施を 推進する ため、 市町村と 連携し て9  

積極的に情報提供と 啓発活動を行いま す。  10 

  ま た、 都道府県の区域を越えて発生し ている 広域事例については、 必要に応じ 、 関係都道11 

府県と 円滑に連絡調整を 図り ま す。  12 

 ・ 福祉関係機関等と の連携 13 

  「 人、 動物、 地域に向き 合う 多頭飼育対策ガイ ド ラ イ ン～社会福祉と 動物愛護管理の多機14 

関連携に向けて～」 （ 令和３ 年３ 月、 環境省発行） を参考に、 福祉関係機関等と の連携を図15 

り 、 多頭飼育者への対応を行いま す。  16 

 ・ 地域猫活動に取り 組む住民と の連携 17 

  他自治体における 取り 組み事例を 参考に、 本県においても 地域猫活動に取り 組む住民への18 

支援を 行いま す。  19 

 ・ 教育機関と の連携 20 

  動物愛護に関する 教育や学校飼育動物の適正な取り 扱いの推進によ り 、 児童等に命の大切21 

さ や動物愛護精神の醸成を図る ため、 小学校等の教育機関と の連携を 進める 必要があり ま22 

す。  23 

 ・ 警察と の連携 24 

  動物のみだり な殺傷、 虐待及び遺棄が犯罪である こ と を 住民に周知する と と も に、 犯罪の25 

発生防止や犯罪事案への厳正な対処について、 警察と の連携を 図り ま す。 ま た、 遺失物法に26 

基づく 拾得物と し て提出さ れた動物についても 、 速やかに飼い主に返還さ れる よ う 連携を図27 

る 必要があり ま す。  28 

 29 

（ ４ ） 災害対策 30 

【 現状と 課題】  31 

  東日本大震災を契機に、 災害時における 飼い主と ペッ ト と の同行避難（ ペッ ト 連れ避難） の 32 

 考え方は普及し つつあり ま す。  33 

  一方、 令和元年度台風第１ ９ 号等によ る 災害の際には、 ペッ ト を 飼養し ている こ と を理由に34 

避難をためら っ た飼い主が命を 危険にさ ら し た事例や、 避難所でペッ ト 連れの避難者が受入を35 

断ら れた事例が明ら かになっており 、 住民の避難の在り 方（ 避難行動） や避難所の受入体制に36 

ついてさ ら に啓発を 進める 必要があり ま す。  37 

【 施策等の方向】  38 

  災害対策と は、 飼い主については、 自身の安全を確保し 、 災害を 乗り 越えてペッ ト を適切に39 

飼養し 続ける こ と です。  40 

  ま た、 自治体においては、 飼い主によ る 災害時の適正飼養を 支援する と 同時に、 災害と いう41 

非常時にあっても 、 ペッ ト をめぐ る ト ラ ブルを最小化さ せ、 動物に対し て多様な価値観を 有す42 

る 人々が、 共に災害を 乗り 越えら れる よ う に支援する こ と です。  43 
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  こ のため、 「 人と ペッ ト の災害対策ガイ ド ラ イ ン」 （ 平成３ ０ 年３ 月環境省発行） を基本と1  

し て、 飼い主に対し ては、 「 災害、 あなたと ペッ ト は大丈夫？人と ペッ ト の災害対策ガイ ド ラ2  

イ ン＜一般飼い主編＞」 （ 平成３ ０ 年９ 月環境省発行） を参考に平時から の備え等について啓3  

発する と と も に、 市町村に対し ては、 「 人と ペッ ト の災害対策ガイ ド ラ イ ン 災害への備えチ4  

ェ ッ ク リ ス ト 」 （ 令和３ 年３ 月環境省発行） を参考にペッ ト 連れ避難者を 受け入れる 避難所の5  

体制整備について、 必要な指導助言を 行いま す。  6  

  さ ら に災害時には、 備蓄する 物品の提供によ り ペッ ト を飼う 被災者を 支援する と と も に、 ペ7  

ッ ト 連れ避難者を受け入れた避難所の運営に関し 、 必要な助言を行いま す。  8  

 9  

こ れま での、 本県の動物愛護管理等に関わる 業務実績については、 別表１ （ １ ９ 、 ２ ０ ペー10 

ジ） を 参照し てく ださ い。  11 

  12 
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６  具体的施策の展開 1  

（ １ ） 動物愛護センタ ー等の活用 2  

 本県は、 地理的・ 文化的な特徴から ３ つの地域に分けら れ、 県が管理する 施設と し て、 中3  

通り 地域には福島県動物愛護センタ ー及び犬・ 猫保護管理所が、 会津地域には福島県動物愛4  

護センタ ー会津支所及び会津地区犬・ 猫保護管理所が、 相双地域には福島県動物愛護センタ5  

ー相双支所及び相双地区犬・ 猫保護管理所があり ま す。  6  

 令和元年の動物愛護管理法の改正によ り 、 都道府県等が設置する 施設が動物愛護管理セン7  

タ ーと し ての機能を 果たすよ う にする こ と や行う べき 業務が明確化さ れま し た。  8  

 県は、 動物愛護センタ ーを 動物の愛護及び適正飼養に関する 施策を 推進する 基幹的な拠点9  

と し て、 中核市、 市町村、 動物愛護ボラ ンティ ア及び獣医師会等と 連携し ながら 、 学校、 地10 

域、 家庭等における 教育活動、 広報活動、 ボラ ンティ アの育成・ 支援、 譲渡事業及び負傷動11 

物の治療等を 総合的に推進し 、 人と 動物の調和のと れた共生の実現を 図り ま す。  12 

 さ ら に災害時には、 被災動物救護の拠点施設と し ても 動物愛護センタ ーを 活用し ていき ま13 

す。  14 

 ま た、 老朽化が進んでいる 犬・ 猫保護管理所及び会津地区犬・ 猫保護管理所については、15 

その在り 方について検討を進めま す。  16 

 そのため、 動物愛護関連事業の実施や動物愛護センタ ー等の施設整備に、 福島県動物愛護17 

基金を 活用し ま す。  18 

 ※ 福島県動物愛護基金は、 県の動物愛護の推進に役立てて欲し いと 、 全国から 寄せら れ 19 

  た動物愛護寄附金を 積み立て、 事業の財源と し て活用する ため、 地方自治法（ 昭和２ ２  20 

  年法律第６ ７ 号） 第２ ４ １ 条第１ 項の規定に基づき 、 平成３ ０ 年７ 月１ ３ 日に設置し ま  21 

  し た。  22 

（ ２ ） 動物愛護の普及 23 

 ・ 動物愛護週間事業の開催 24 

   動物愛護センタ ー等及び中核市保健所は、 広く 県民に、 動物の愛護と 適正飼養についての 25 

  理解を 深める ために、 動物愛護週間に様々な事業を と おし て、 動物の愛護や適正飼養につい 26 

  て啓発を 図り ま す。  27 

 ・ 動物愛護推進ボラ ンティ アの育成と 連携活動 28 

   県は、 地域活動の中核を担う 「 動物愛護推進ボラ ンティ ア」 を 育成し ま す。  29 

   ま た、 県及び中核市は、 ボラ ンティ アと 連携し た事業を 実施し 、 地域に密着し た活動を通 30 

  し て県民の意識改革を推進し ま す。  31 

 ・ 広報活動の充実 32 

   適正飼養や動物由来感染症の発生防止に関する 啓発用ポス タ ー、 パンフ レ ッ ト の作成配布 33 

  並びにホームページ等の更なる 充実を図り 、 効果的な啓発に努めま す。 ま た、 テレ ビ、 ラ ジ 34 

  オ等の媒体を 活用し て、 積極的に広報活動に取り 組みま す。  35 

（ ３ ） 動物の適正飼養の推進 36 

 ・ 飼養方法の指導 37 
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 動物の飼い主及び管理者に対し 、 国が定めた「 家庭動物等の飼養及び保管に関する 基準」1  

に基づき 啓発を 行いま す。 ま た、 生活環境被害の防止や犬又は猫の適正飼養の観点から 、 所2  

有者の判明し ない犬又は猫に対する 後先を 考えない無責任な餌やり 行為が、 望ま し く ない行3  

為である こ と を 普及啓発し ま す。 なお、 動物の飼養方法等に関し て住民等から 苦情があっ た4  

場合は、 動物愛護センタ ー等及び中核市保健所は情報収集に努める と と も に、 苦情の発生原5  

因について調査を行い、 国が定めた「 家庭動物等の飼養及び保管に関する 基準」 に基づき 必6  

要な指導を 行いま す。  7  

 ・ ３ ない運動の推進 8  

   県は、 人と 動物が共生する 社会の実現を 図る ため、 動物の飼養において特に重要な３ 項目9  

を 標語と し て定め、 適正飼養の普及啓発を 積極的に行いま す。  10 

 ・ 犬の３ ない運動 11 

   放さ ない： 犬の放し 飼いは条例で禁止。  12 

        排泄等を目的に犬を放さ ない。  13 

        引き 運動等は必ず犬を 制御でき る 者が実施。  14 

   逃がさ ない： 首輪やリ ード 等のけい留器具を 定期的に点検し 、 逸走を 防止。  15 

   増やさ ない： 繁殖制限措置を 実施し 、 適正な管理が可能な頭数を飼養。  16 

  ・ 猫の３ ない運動 17 

   出さ ない： 近所への迷惑防止や猫の安全を確保する ため屋内で飼養。  18 

   捨てない： 最期ま で責任を 持って飼養（ 終生飼養） 。  19 

   増やさ ない： 繁殖制限措置を 実施し 、 適正な管理が可能な匹数を飼養。  20 

  ※ 繁殖制限措置には、 精巣を 摘出する 去勢手術、 卵巣又は卵巣と 子宮を摘出する 不妊手術21 

の不可逆的な方法の他に、 発情を 抑制する ホルモン剤を 皮下に埋め込むイ ンプラ ント や雌22 

雄を 分別し て飼育する 方法があり ま す。 いずれも 、 動物を 適正な飼養管理が可能な頭数に23 

コ ント ロ ールする 方法と し て有効であり 、 その結果、 近隣への迷惑や動物の遺棄、 虐待の24 

防止が期待でき ま す。 さ ら に不妊去勢手術については、 生殖器系の病気の予防や繁殖行動25 

欲求によ る ス ト レ ス の回避、 マーキング等の雄特有の行動を抑える 効果があり ま す。  26 

 ・ 終生飼養の指導 27 

   飼養不能と なっ て安易に動物愛護センタ ー等及び中核市保健所に持ち込ま れたり 、 遺棄さ28 

れる 犬や猫を 減ら すため、 引取り を 申請する 所有者等に対し て終生飼養の徹底及び繁殖制限29 

措置の必要性について指導し ま す。  30 

   ま た、 高齢者については、 動物の寿命等も 考慮に入れその飼養について慎重に判断する こ31 

と が必要なこ と 、 動物を 飼養でき なく なる こ と を想定し 、 予め動物を 適正に飼養でき る 方を32 

決めておく こ と について指導し ま す。 なお、 終生飼養の趣旨に照ら し て引取り を 申請する 相33 

当の事由がないと 認めら れる 場合には、 引取り を拒否し ま す。  34 

※ 終生飼養と は、 所有する 動物がその命を 終える ま で責任を 持っ て飼養を続ける こ と です35 

が、 やむを得ない理由によ り 適切な飼養管理ができ ない場合には、 動物の健康・ 安全の保36 

持の観点から 行う 譲渡や引取り 等を 否定する も のではあり ま せん。 こ う し た終生飼養の趣37 

旨の適正な理解が進むよ う 、 普及啓発に努めま す。  38 

 ・ 所有明示（ 個体識別） 措置の推進 39 

   動物が自己の所有である こ と を明ら かにする ための措置を 講じ る こ と は、 迷子になっ た動40 

物や災害時に逸走し た動物の所有者の発見に役立ちま す。 所有明示の方法には、 所有者の氏41 

名及び電話番号等の連絡先を 記し た迷子札等の装着や所有者の特定につながる 番号が記録さ42 

れたマイ ク ロ チッ プの装着等があり ま す。 特にマイ ク ロ チッ プについては、 災害時において43 
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も 脱落のおそれが低く 、 よ り 高い耐久性を 有する こ と から 、 動物の所有者に対し 、 その有益1  

性についてよ り 一層の啓発に努めま す。 ま た、 所有者情報の登録や更新の必要性についても2  

啓発を 行いま す。 なお、 飼い犬については、 狂犬病予防法に基づき 、 鑑札及び注射済票を犬3  

に装着する よ う 所有者等に併せて指導し ま す。  4  

 ・ 狂犬病の予防及び犬によ る 危害発生の防止 5  

   飼い犬の登録及び狂犬病予防注射の実施を促進する と と も に、 放置犬等の捕獲抑留によ6  

り 、 安全で安心でき る 生活環境の確保を 図り ま す。  7  

 ・ 飼い犬のし つけ方教室の実施 8  

   人と 動物の調和ある 社会の実現を 目指すこ と を目的に、 犬の飼養者を 対象にし つけの方法9  

や飼養管理に関する 知識を深めても ら う ための講習を 行いま す。  10 

 ・ 猫の飼い方講習会の実施 11 

   猫の適正飼養の普及啓発を 目的に、 猫の生理、 生態、 習性等やそれに即し た飼い方（ 飼い12 

主の責任、 法律と マナー、 健康管理、 繁殖制限措置、 動物由来感染症、 必要な飼養施設、 屋13 

内飼養） について講習を 行いま す。  14 

 15 

（ ４ ） 所有者の判明し ない猫の引取り 数の削減 16 

 ・ 所有者の判明し ない猫の引取り 拒否 17 

 所有者の判明し ない犬又は猫の引取り については、 こ れま で都道府県等に義務が課せら れ18 

ていま し たが、 令和元年の動物愛護管理法の改正において、 その引取り を拒否でき る 場合が19 

規定さ れま し た。 そのため、 安易な引取り は殺処分数の増加につながる 可能性があり 、 動物20 

愛護の観点から 望ま し く なく 、 ま た、 収容さ れる 猫の約７ 割弱（ 令和３ 年度） が所有者の判21 

明し ない猫の引取り である 現状から 、 引取り 数を減ら し 、 殺処分数を 削減する ため、 その引22 

取り を 求めら れた猫によ り 周辺の生活環境が損なわれておら ず、 以下に該当する 場合は、 引23 

取り を 拒否でき る こ と と し ま し た。 なお、 引取り の可否については、 動物愛護センタ ー等及24 

び中核市保健所が拾得者等から 猫を 保護し た状況等を 聞き 取り し た上で判断し ま す。  25 

   なお、 引取り の可否については、 動物愛護センタ ー等及び中核市保健所が拾得者等から 猫26 

を 保護し た状況等を 聞き 取り し た上で判断し ま す。  27 

   ①自力で餌を摂取し 生存でき る 場合 28 

   ②親猫が飼育し ている 場合 29 

   ③駆除目的で捕獲さ れた場合 30 

   ④所有者がいる と 推測さ れる 場合 31 

 ・ 地域猫活動の支援 32 

   住民が主体と なっ て地域の猫を管理する 地域猫活動について、 支援を 行いま す。  33 

 34 

（ ５ ） 返還・ 譲渡の推進 35 

   動物愛護センタ ー等及び中核市保健所に収容さ れた犬及び猫について、 飼い主への返還 36 

や、 新し い飼い主への譲渡を 推進し ま す。  37 

 ・ 収容動物の返還 38 

   動物愛護センタ ー等及び中核市保健所で捕獲し た犬、 所有者不明と し て引取っ た犬及び猫39 

について、 ホームページ等に情報を 掲載し 、 飼い主への返還に努めま す。  40 

 ・ 収容動物の譲渡 41 

   動物愛護センタ ー等及び中核市保健所で捕獲し た犬、 飼い主から 引取った犬及び猫、 所有42 

者不明と し て引取っ た犬及び猫については、 性質や健康状態を確認し 、 譲渡に適し ている と43 
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判断し たも のについて、 ホームページ等に情報を掲載し 、 新し い飼い主への譲渡に努めま1  

す。 ま た、 譲り 受けを希望する 者に対し ては、 終生飼養、 繁殖制限措置の実施及び所有明示2  

の必要性について指導し ま す。  3  

 ・ 子犬、 子猫の飼い主探し 支援 4  

   子犬、 子猫の譲り 渡し を希望する 飼い主と 、 子犬、 子猫の譲り 受けを 希望する 者と の情報5  

交換を 支援し ま す。 なお、 譲り 渡し を希望する 飼い主に対し ては、 不妊去勢手術の実施等、6  

繁殖制限措置の徹底について指導し ま す。  7  

 8  

（ ６ ） 犬及び猫の殺処分の削減 9  

犬及び猫の殺処分等について、 環境省の区分に基づき 、 次の３ つの類型に分類し ま す。  10 

    ①健康状態や攻撃性など の理由から 、 譲渡不適と 判断し た動物の殺処分 11 

    ②譲渡適と 判断し た動物である が、 施設の収容能力の制限等のやむを得ない理由によ る12 

殺処分 13 

    ③収容後に死亡し た動物 14 

   動物愛護センタ ー等及び中核市保健所は、 収容さ れた犬及び猫の所有者への返還に努める15 

と と も に、 ②の類型に分類さ れる 犬猫の殺処分数を 減ら すため、 新し い飼い主への譲渡につ16 

いて積極的に取り 組みま す。  17 

 18 

（ ７ ） 人材育成の充実 19 

 ・ 動物愛護推進ボラ ンティ アの育成 20 

   動物愛護センタ ー等は、 県が定めた「 福島県動物愛護推進ボラ ンティ ア育成事業実施要21 

領」 に基づき 、 動物愛護関係法令、 動物由来感染症及びし つけ方の基本等についての講習に22 

よ り ボラ ンティ アを 育成し ま す。  23 

 ・ 児童への啓発の充実 24 

   動物の愛護及び適正な飼養管理に関する 啓発を児童期に実施する ため、 動物愛護センタ ー25 

等の獣医師を 小学校に派遣し 、 身近な動物の飼い方の講話やふれあい体験を 実施し ま す。  26 

 27 

（ ８ ） 連携と 協働の推進 28 

 ・ ボラ ンティ ア等民間団体と の連携協働と 地域活動の支援 29 

   行政機関（ 県、 中核市及び市町村） と 民間団体等が連携し て、 広く 県民の間に動物愛護の30 

気風を 招来し ま す。  31 

ア 地域における 動物愛護活動の支援 32 

    地域で自主活動を行っている ボラ ンティ アの資質向上のための研修会・ 講習会を開催33 

し 、 ボラ ンティ アが相互に知識・ 技術を 提供し 組織の強化を図る ために設立さ れた「 福島34 

県動物愛護ボラ ンティ ア会」 の活動を 支援する と と も に、 地域と 密着し た活動を 推進し ま35 

す。  36 

イ  動物ふれあい訪問活動の支援 37 

    ボラ ンティ ア等民間団体が行う 県民の福祉の向上を目的と し た動物ふれあい活動など を38 

支援し ま す。  39 

 ・ 獣医師会等関係団体と の連携協働 40 

   「 飼い犬のし つけ方教室」 、 「 猫の飼い方教室」 、 「 小学校への獣医師派遣事業」 及び41 

「 動物愛護週間事業」 など の動物愛護管理推進事業については、 獣医師会など の専門家と 協42 

働し て、 動物福祉の観点に配慮し ながら 事業を 実施し ま す。 ま た、 不妊去勢手術やマイ ク ロ43 
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チッ プ挿入等、 獣医療の専門性が高い取組についても 、 連携し ながら 進めていき ま す。  1  

 ・ 市町村と の連携 2  

   動物の愛護及び適正な飼養管理の普及啓発を 推進し 、 飼い犬の登録及び狂犬病予防注射の3  

実施を 促進する ため、 市町村と 連携し て積極的に啓発活動を 行いま す。  4  

   ま た、 市町村のなかには、 犬猫の不妊去勢手術費用の補助を行っている 自治体があり 、 県5  

はこ う し た市町村と の連携を 進めていき ま す。  6  

 ・ 福祉関係機関等と の連携 7  

   飼い主、 動物、 周辺環境に大き な影響を 与える 不適切な飼育に起因する 問題の背景には、8  

飼い主の経済的困窮や社会的孤立等が複雑に絡みあっ ていま す。 飼い主の中には社会的な支9  

援を必要と する 人も 多く 、 「 人」 と 「 動物」 に係る 別々の問題と し て対応する こ と では解決10 

が難し いこ と から 、 福祉関係機関等と の連携を 進めま す。  11 

 ・ 地域猫活動に取り 組む住民と の連携 12 

   住民が主体と なっ て実施さ れる 地域猫活動が円滑に進むよ う 、 活動主体に対し 必要な助言13 

及び指導等を 行う と と も に、 地域住民に対する 活動目的の啓発など について支援を 行いま14 

す。  15 

 ・ 教育機関と の連携 16 

   「 小学校への獣医師派遣事業」 の実施によ り 、 犬や猫と いった身近な動物や学校飼育動物17 

と の接し 方や動物と の関わり 方について、 児童や教職員の理解を 深めま す。  18 

 ・ 警察と の連携 19 

   動物愛護管理法等の違反疑い事案において、 積極的に警察への連絡・ 通報によ る 情報提供20 

や告発など を 行い捜査につなげる と と も に、 警察の捜査に協力を し ま す。  21 

   ま た、 行方不明動物に関する 情報共有によ り 、 所有者への速やかな返還を 図り ま す。  22 

 23 

（ ９ ） 動物取扱業者等に対する 立入指導 24 

・ 監視指導の実施 25 

ア 動物取扱業 26 

  第一種動物取扱業者に対し て、 動物愛護管理法に基づき 、 帳簿の整備、 マイ ク ロ チッ プ27 

の装着及び所有者情報の登録の徹底を図る と と も に、 環境省令で定める 動物の管理方法等28 

に関する 基準（ 飼養施設のケージ等の数値基準等） を 遵守し 、 施設設備及び動物の管理が29 

適正に行われる よ う 監視指導し ま す。  30 

  特に、 犬猫等販売業者については、 事業者が定めた「 犬猫等健康安全計画」 が遵守さ れ31 

る よ う 指導し ま す。  32 

  ま た、 第二種動物取扱業者についても 、 帳簿の整備の徹底を図る と と も に、 環境省令で33 

定める 動物の管理方法等に関する 基準（ 飼養施設のケージ等の数値基準等） を遵守し 、 施34 

設設備及び動物の管理が適正に行われる よ う 指導し ま す。  35 

イ  動物の展示を 行う 施設 36 

  展示動物等の健康及び安全の保持並びに周辺の生活環境の保全を 図る ため、 国が定めた 37 

「 展示動物の飼養及び保管に関する 基準」 を 遵守する よ う 監視指導を 実施し ま す。  38 

ウ  特定動物飼養施設 39 

   令和元年の動物愛護管理法の改正によ り 、 人の生命、 身体及び財産に対する 安全の確保40 

及び動物愛護の観点から 、 特定動物（ 危険な動物） の飼養又は保管は、 原則、 禁止と なり41 

ま し た。  42 

   し かし ながら 、 法令が定める 目的等であっ て知事の許可を 得た者は、 特定動物の飼養又43 



 

16  

は保管が可能である こ と から 、 国が定める 「 特定動物の飼養又は保管の細目」 に基づく 適1  

正な管理が行われている か、 飼養施設の立入調査によ り 確認する と と も に、 特定動物飼養2  

者を 指導し ま す。  3  

   ま た、 令和５ 年度、 県内において、 特定動物によ る 飼育員の死亡事故が発生し たこ と か4  

ら 、 従事者の安全管理についても 立入調査時等の際に確認し 、 事故発生防止対策について5  

特定動物飼養者を助言指導し ま す。  6  

  ・ 動物取扱責任者研修の実施 7  

    動物を取り 扱う 専門家と し ての自覚の醸成と 社会的責任を果たせる よ う に、 動物愛護セ8  

ンタ ー等及び中核市保健所は、 各事業所等の動物取扱責任者を 対象と し た研修会を開催9  

し 、 動物取扱業者全体の資質向上を図り ま す。  10 

 11 

（ 10） 実験動物の適正な取扱いの推進 12 

実験動物の飼養等については、 国が定めた「 実験動物の飼養及び保管並びに苦痛の軽減に13 

関する 基準（ 以下、 「 実験動物の飼養保管等基準」 と いう 。 ） に基づき 、 その飼養及び科学14 

上の利用に当たっては、 動物が命ある も のである こ と にかんがみ、 科学上の利用の目的を 達15 

する こ と ができ る 範囲において、 実験動物の取扱いの基本的考え方である 「 ３ Ｒ の原則」16 

（ 代替法の活用： Repl acement 、 使用数の削減： Reduct i on、 苦痛の軽減： Ref i nement ） を 踏17 

ま えた適切な措置を 講じ る こ と を 周知し ていき ま す。 ま た、 管理者が定期的に、 「 実験動物18 

の飼養保管等基準」 及び当該基準に即し た指針の遵守状況について点検を 行い、 その結果に19 

ついて適切な方法によ り 公表する こ と 及び当該点検結果について、 可能な限り 外部の機関等20 

によ る 検証を行う よ う 併せて周知し ていき ま す。  21 

 22 

（ 11） 産業動物の適正な取扱いの推進 23 

 産業動物の適正な取扱いについては、 国が定めた「 産業動物の飼養及び保管に関する 基24 

準」 に基づき 、 産業動物の種類及び習性等に応じ た動物の愛護及び管理の必要性について普25 

及啓発を行いま す。  26 

 27 

（ 12） 災害時の救護対策の推進 28 

災害時において、 被災動物の保護収容や餌の確保、 飼い主と の同行避難等について、 県が29 

定めた「 災害発生時の動物（ ペッ ト ） の救護対策マニュ アル」 に基づき 対応し ま す。 ま た、30 

県は、 災害時における 被災動物救護の拠点施設である 動物愛護センタ ーを 中心と し て、 市町31 

村等行政機関と の連携並びに獣医師会及びボラ ンティ ア団体と の連携協働、 他都道府県と の32 

相互援助について、 体制整備を 図り ま す。  33 

なお、 長期間の災害対策を講ずる 必要がある 場合は、 県、 中核市、 獣医師会及び福島県動34 

物愛護ボラ ンティ ア会から なる 「 福島県動物救護本部」 を設置し 、 組織的に継続し て被災動35 

物の保護収容及び飼養管理並びに健康管理の支援など 必要な動物救護活動を行いま す。  36 

以上のこ と から 、 ペッ ト を飼う 被災者を 支援する ため、 災害時には愛玩動物の一時預かり37 

や飼養管理に必要な物品の提供体制を 整える と と も に、 ペッ ト 連れ避難者への支援の必要性38 

について避難所を設置する 市町村の理解を 促し 、 災害時に協力を要請する 関係団体等と の連39 

携を 推進し ま す。 ま た、 福島県総合防災訓練や防災イ ベント 等を通じ て、 ペッ ト を 飼う 住民40 

に対し て、 災害対策に関する 知識を普及啓発し ま す。  41 

 42 

※ 在宅避難と は、 地震など の災害の際、 ま ずはよ り 安全な場所に避難する が、 その後、 自43 
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宅の安全性が確認さ れ継続し て居住でき る と 判断し た場合に、 自宅で避難生活を行う こ と1  

です。 同行避難と は、 災害発生時に、 飼い主が飼養し ている ペッ ト と 共に移動を伴う 避難2  

行動を取る こ と を指し 、 避難所等において飼い主がペッ ト を 同室で飼養管理する こ と を意3  

味する も のではあり ま せん。 なお、 同伴避難と は、 被災者が避難所でペッ ト を 飼養管理す4  

る こ と ( 状態) を 意味し 、 ペッ ト と 共に安全な場所ま で避難する 行為( 避難行動) である 同行5  

避難と は異なり ま す。  6  

 7  

※ 県・ 郡山市・ いわき 市は平成２ ９ 年５ 月に、 福島市は平成３ １ 年１ 月に、 県獣医師会と8  

「 災害時における 被災動物対策に関する 協定書」 を、 加えて、 福島市は令和４ 年３ 月に、9  

県獣医師会と 「 災害時における 指定避難所の運営協力に関する 協定」 を 締結し ていま す。  10 

  11 
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7 目標の設定 1  

各施策の取組によ る 成果目標と し て代表指標を 設定し ま す。 （ 別表２ （ ２ １ ページ） のと2  

おり 。 ） こ の代表指標については、 国が定めた基本指針に則し て、 令和３ 年度の実績を基準3  

値と し て、 数値目標を 定め、 その評価をＡ ～Ｃ の３ 段階で判定し 、 事業達成度の評価を行い4  

ま す。 評価の時期は、 本計画の見直し 時期と あわせ５ 年毎と する こ と から 、 目標値は、 令和5  

１ ０ 年度（ 中間目標値） と 令和１ ５ 年度（ 最終目標値） に設定し ま す。  6  

 評価  判定基準   7  

  Ａ    目標を 達成し ている 。  8  

  Ｂ    目標を 達成し ていないが、 基準値を 上回っ ている 。  9  

  Ｃ    基準値（ 令和３ 年度） を 下回っ ている 。  10 

 11 

 別表１  動物愛護管理業務実績（ 表： １ ９ 、 ２ ０ ページ）  12 

 別表２  施策等の数値目標（ 表： ２ １ ページ、 グラ フ ： ２ ２ ページ）  13 



登録
頭数

狂犬病
予防注射

頭数

注射
実施率

捕獲
頭数

返還
頭数

犬 猫 犬 猫 犬 猫 犬 猫
放し
飼い
等

飼育
管理

周辺
環境

その他
の被害

計
放し

飼い等
飼育
管理

周辺
環境

その他
の被害

計
動物取扱
業施設数

（監視件数）

特定動物
飼養施設数
（監視件数）

平成
18

117,649 88,782 75% 2,229 405 944 4,031 2,589 4,014 179 17 16 2
2,744

(2.33%)
142

(0.12%)
295

(0.25%)
340

(0.29%)
3,521

(2.99%)
401

(203）
249

(249)

25 111,151 82,801 74% 1,003 474 445 3,335 474 3,063 409 211 1 3
2,011

(1.81%)
44

(0.04%)
198

(0.18%)
60

(0.05%)
2,313

(2.08%)

第一種：455
（273）

第二種：15
（15）

86
(166)

26 108,547 80,436 74% 953 452 418 2,925 462 2,592 418 299 20 2
1,651

(1.52%)
57

(0.05%)
159

(0.15%)
85

(0.08%)
1,952

(1.80%)

第一種：485
（347）

第二種：16
（9）

85
(95)

27 106,027 79,812 75% 860 444 244 3,087 279 2,477 385 540 4 25
1,471

(1.39%)
46

(0.04%)
321

(0.30%)
76

(0.07%)
1,914

(1.81%)

第一種：477
（299）

第二種：18
（8）

82
(101)

28 103,672 77,975 75% 714 418 244 3,054 231 2,488 303 559 23 26
1,054

(1.02%)
27

(0.03%)
142

(0.14%)
40

(0.04%)
1,263

(1.22%)

第一種：503
（391）

第二種：19
（10）

80
(121)

29 100,626 75,734 75% 598 360 255 2,874 139 2,435 342 417 1 29
999

(0.99%)
16

(0.02%)
127

(0.13%)
83

(0.08%)
1,225

(1.22%)
1,089 17 185 136 1,427

第一種：520
（245）

第二種：22
（5）

75
(78)

30 97,163 74,014 76% 569 358 181 3,003 119 2,467 281 538 0 26
964

(0.99%)
24

(0.02%)
158

(0.16%)
77

(0.08%)
1,223

(1.09%)
1,010 26 208 129 1,373

第一種：719
（458）

第二種：43
（26）

68
(90)

動物を取り扱う登録
施設又は許可施設

別表１

年度

犬
引取り
頭数

処分
頭数

譲渡
頭数

飼い主
探し支援

犬の苦情処理件数
（犬の登録頭数に対する割合） 猫の苦情処理件数 ※

動物愛護管理業務実績（平成１８年度、平成２５年度から令和４年度まで） （福島市、郡山市、いわき市を含む）
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登録
頭数

狂犬病
予防注射

頭数

注射
実施率

捕獲
頭数

返還
頭数

犬 猫 犬 猫 犬 猫 犬 猫
放し
飼い
等

飼育
管理

周辺
環境

その他
の被害

計
放し

飼い等
飼育
管理

周辺
環境

その他
の被害

計
動物取扱
業施設数

（監視件数）

特定動物
飼養施設数
（監視件数）

動物を取り扱う登録
施設又は許可施設

別表１

年度

犬
引取り
頭数

処分
頭数

譲渡
頭数

飼い主
探し支援

犬の苦情処理件数
（犬の登録頭数に対する割合） 猫の苦情処理件数 

※

動物愛護管理業務実績（平成１８年度、平成２５年度から令和４年度まで） （福島市、郡山市、いわき市を含む）

令和
元

95,136 71,828 76% 524 317 149 2,707 125 2,141 230 508 1 6
836

(0.88%)
21

(0.02%)
104

(0.11%)
10

(0.07%)
1,031

(1.08%)
829 45 225 79 1,178

第一種：576
（241）

第二種：22
（7）

70
(69)

2 93,224 64,768 70% 492 298 121 2,393 147 1,893 166 465 1 12
713

(0.76%)
19

(0.02%)
112

(0.12%)
51

(0.05%)
895

(0.96%)
689 46 309 136 1,180

第一種：752
（593）

第二種：37
（23）

71
(77)

3 91,724 68,183 74% 382 248 162 1,438 122 1,035 178 385 0 7
698

(0.76%)
15

(0.02%)
87

(0.09%)
78

(0.09%)
878

(0.96%)
543 67 262 163 1,035

第一種：740
（594）

第二種：40
（27）

64
(90)

4 89,861 66,551 74% 340 240 102 1,635 71 1,156 129 451 1 5
579

(0.64%)
21

(0.02%)
124

(0.14%)
51

(0.06%)
775

(0.84%)
554 88 301 113 1,056

第一種：748
（587）

第二種：41
（23）

54
(78)

※　猫の苦情処理件数について統計を
　　取り始めたのは平成２９年度から

- 20 -



施策等の数値目標

中間目標 最終目標

令和10年度目標 令和15年度目標

① １６２頭
１２０頭
以下

８０頭
以下

② １，４３８匹
１，０８０匹

以下
７２０匹
以下

③ ３８２頭
２９０頭
以下

１９０頭
以下

④ ８７８件
６６０件
以下

４４０件
以下

⑤ １，０３５件
７８０件
以下

５２０件
以下

⑥ １２２頭
９０頭
以下

６０頭
以下

⑦ １，０３５匹
７８０匹
以下

５２０匹
以下

⑧ ０件 ０件 ０件

　基準値（令和３年度実績）の約５０％減を目標とします。

　基準値（令和３年度実績）の約５０％減を目標とします。

　基準値（令和３年度実績）の約５０％減を目標とします。

犬の引取り数

猫の殺処分数 　基準値（令和３年度実績）の約５０％減を目標とします。

動物取扱業施設（特定動物
飼養施設を含む）における
違反件数

　引き続き、違反が行われないよう、施策の進行管理を図ります。

犬の苦情件数 　基準値（令和３年度実績）の約５０％減を目標とします。

猫の苦情件数

別表２

　 動物愛護管理に関わる施策の成果目標は、計画終期である令和１５年度の「最終目標」を設定する他に、実情に即した的確な計画の進行管理を
行うため、令和１０年度の「中間目標」も設定し、実効的な計画の見直しを図ります。

基準値
(令和３年度実績）

数値目標の設定
【代表指標】

犬の殺処分数

　基準値（令和３年度実績）の約５０％減を目標とします。

猫の引取り数 　基準値（令和３年度実績）の約５０％減を目標とします。

犬の捕獲頭数

- 21 -



① 犬の引取り数 　 　  ② 猫の引取り 数 ③ 犬の捕獲頭数

④ 犬の苦情件数 　 　  ⑤ 猫の苦情件数（ 統計開始Ｈ２ ９ ） ⑥ 犬の殺処分数

⑦ 猫の殺処分数 　 　  ⑧  動物取扱業施設（ 特定動物飼養施設
　　　　　　を含む）の違反件数

　　　（参考）犬及び猫の譲渡数

400 

200 

120 
80 

445 

162 

102 

0

200

400

600 前計画目標

現計画目標

実績

代表

指標

（年度）

（頭数）

0 0 0 0 

-1

0

1 前計画目標

現計画目標

実績

（件）
代表

指標

（年度）

2,000 2,000 

1,080 

720 

3,335 

1,438 

1,635 

0

1,000

2,000

3,000

4,000 前計画目標

現計画目標

実績

代表

指標

（年度）

（頭数）

850 

450 

290 

190 

1,003 

382 
340 

0

400

800

1,200 前計画目標

現計画目標

実績

代表

指標

（年度）

（頭数）

600 

120 
90 

60 

474 

122 71 

0

250

500

750
前計画目標

現計画目標

実績

代表

指標

（年度）

（頭数）

780 

520 

1,427 

1,035 

1,056 

0

500

1,000

1,500

2,000 現計画目標

実績
（件数）

（年度）

代表

指標

409 

418 

178 

129 211 

559 

385 

451 

0

250

500

750
犬実績

猫実績

（年度）

（頭数） 参考

2,000 

1,600 

780 
520 

3,063 

1,035 

1,156 

0

1,000

2,000

3,000

4,000
前計画目標

現計画目標

実績

（年

（頭 代表

指標

1,500 

950 

660 
440 

2,313 

878 

775 

0

1,000

2,000

3,000 前計画目標

現計画目標

実績

代表

指標
（件

（年度）
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